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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弁棒の往復上下動に伴って流体通路が開閉される弁本体と、弁本体上部に固定されたケ
ーシングと、ケーシング内上方に上下動自在に設けられた作動軸と、作動軸を上下動させ
る駆動手段と、ケーシング内下方に設けられて作動軸にかかる力を弁棒に増幅して伝達す
る動力増幅手段とを備えている制御器において、
　動力増幅手段は、作動軸下端より垂直下方にのび作動軸と一体で上下動し水平軸回りに
は回転はしない先細りテーパ状部材と、弁棒上端に設けられ弁棒と一体で上下動し水平軸
回りには回転はしない円盤状部材と、両部材間にテーパ状部材を介して対向するように配
置されかつ下部を貫通する揺動軸の回りに揺動可能とされた第１および第２の揺動体とを
備えており、
　各揺動体は、板状本体を有し、板状本体上部に一体に形成された上当接面がテーパ状部
材のテーパ面に摺動可能に当接するととともに、板状本体下部に一体に形成された下当接
面が円盤状部材の上面に摺動可能に当接し、各揺動体の下当接面は、揺動軸の軸線から偏
心した位置にある中心線を中心とする円弧状のカム面とされていることを特徴とする制御
器。
【請求項２】
　第１および第２の揺動体は、その下部同士が重ね合わされており、両者の揺動軸が共通
とされている請求項１の制御器。
【発明の詳細な説明】
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【０００１】
【産業上の利用分野】
この発明は、制御器に関し、特に、高圧流体を使用する場合に適した制御器に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、制御器としては、弁棒をばねにより下向きに付勢して弁を閉じ、空気圧やソレノイ
ド等によりばね力より大きい力で弁棒を上向きに駆動して弁を開くものや、弁棒をばねに
より上向きに付勢して弁を開き、空気圧やソレノイド等によりばね力より大きい力で弁棒
を下向きに付勢して弁を閉じるものがよく知られている。
【０００３】
このような制御器を高圧流体用として使用する場合、流体の洩れを防止するために弁を閉
じる力を大きくする必要があるが、弁棒をばねにより下向きに付勢して弁を閉じ、空気圧
やソレノイド等により弁棒を上向きに駆動して弁を開くものでは、ばねの弾性力を大きく
すると、これに伴って弁棒を動かすための空気圧等の駆動力を上げなければならず、駆動
力を上げるには限界があるため、弁を閉じる力を必要に応じた分だけ大きくすることがで
きないという問題があった。弁棒をばねにより上向きに付勢して弁を開き、空気圧やソレ
ノイド等によりばね力より大きい力で弁棒を下向きに付勢して弁を閉じるものでも、弁を
閉じる力を大きくするためには、空気圧等の下向き付勢力を上げなければならず、同様の
問題がある。
【０００４】
そこで、上記問題を解消することを目的とし、弁棒の往復上下動に伴って流体通路が開閉
される弁本体と、弁本体上部に固定されたケーシングと、ケーシング内上方に上下動自在
に設けられた作動軸と、作動軸を上下動させる駆動手段と、ケーシング内下方に設けられ
て作動軸にかかる力を弁棒に増幅して伝達する動力増幅手段とを備えている制御器が提案
されている（例えば、特許文献１参照）。特許文献１の制御器の動力増幅手段は、作動軸
下端より垂直下方にのびるテーパ状ローラ受け部材と、弁棒上端に設けられた円盤状ロー
ラ受け部材と、両ローラ受け部材の間にテーパ状部材の軸線に対して対称に配置された一
対のローラ支持体と、各ローラ支持体上部に回転自在に支持されかつテーパ状ローラ受け
部材のテーパ面に当接する一対の転動ローラと、各ローラ支持体下部に回転自在に支持さ
れかつ円盤状ローラ受け部材の上面に当接する一対の押えローラとを備え、各ローラ支持
体が、押えローラの軸線に対してテーパ状ローラ受け部材の軸線がわに寄った軸を中心と
して揺動しうるようにケーシングに支持されているものとされている。
【０００５】
【特許文献１】
特開平７－１３９６４８号公報
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上記特許文献１に開示されている制御器は、空気圧、ばねの弾性力、ソレノイド等の駆動
力を上げることなく弁を閉じる力を必要に応じて大きくすることができ、したがって高圧
流体を使用する場合でも流体の洩れが確実に防止できるという利点を有しているが、構造
が複雑になり部品数が増加することから、製造コストが高くつくという問題があった。
【０００７】
この発明の目的は、作動軸にかかる力を弁棒に増幅して伝達する動力増幅手段を備えてお
り、かつその構成が簡単で製造コストを低く抑えることができる制御器を提供することに
ある。
【０００８】
【課題を解決するための手段および発明の効果】
　この発明による制御器は、弁棒の往復上下動に伴って流体通路が開閉される弁本体と、
弁本体上部に固定されたケーシングと、ケーシング内上方に上下動自在に設けられた作動
軸と、作動軸を上下動させる駆動手段と、ケーシング内下方に設けられて作動軸にかかる
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力を弁棒に増幅して伝達する動力増幅手段とを備えている制御器において、動力増幅手段
は、作動軸下端より垂直下方にのび作動軸と一体で上下動し水平軸回りには回転はしない
先細りテーパ状部材と、弁棒上端に設けられ弁棒と一体で上下動し水平軸回りには回転は
しない円盤状部材と、両部材間にテーパ状部材を介して対向するように配置されかつ下部
を貫通する揺動軸の回りに揺動可能とされた第１および第２の揺動体とを備えており、各
揺動体は、板状本体を有し、板状本体上部に一体に形成された上当接面がテーパ状部材の
テーパ面に摺動可能に当接するととともに、板状本体下部に一体に形成された下当接面が
円盤状部材の上面に摺動可能に当接し、各揺動体の下当接面は、揺動軸の軸線から偏心し
た位置にある中心線を中心とする円弧状のカム面とされていることを特徴とするものであ
る。
【０００９】
この発明の制御器によると、各揺動体は、板状本体と、本体上部に形成されかつテーパ状
部材のテーパ面に当接する上当接面と、本体下部に形成されかつ円盤状部材の上面に当接
する下当接面とを有しているので、テーパ状部材および円盤状部材に当接するローラが不
要となり、また、各揺動体の下当接面は、揺動軸の軸線から偏心した位置にある中心線を
中心とする円弧状のカム面とされているので、作動軸にかかる力を所要の増幅率で弁棒に
増幅して伝達することができる。こうして、従来の制御器に比べて、構造が簡単でかつ部
品数を少なくして、動力増幅手段を得ることができ、従来と同等の機能を有しかつ製造コ
ストを大幅に低減した制御器を得ることができる。
【００１０】
なお、テーパ状部材は、例えば、先端が下方を向いた円錐状または円錐台状のものとされ
てもよく、円錐部分の上方に円柱部を設けてもよい。また、垂直断面形状が三角形または
台形の直方体であってもよい。
【００１１】
上記制御器において、第１および第２の揺動体は、それぞれ別個に揺動軸を有していても
もちろんよいが、第１および第２の揺動体は、その下部同士が重ね合わされており、両者
の揺動軸が共通とされていてもよい。後者の場合には、揺動軸の数を減少することができ
、より一層構造が簡単となりかつ部品数を少なくすることができる。
【００１２】
【実施例】
この発明の実施例を、以下図面を参照して説明する。
【００１３】
この明細書において、上下は、図１の上下をいうものとする。また、以下の説明において
、前とは同図の左、後とは同図の右をいい、左右は前方に向かっていうものとする。
【００１４】
図１は、この発明の制御器の第１実施形態を示しており、制御器は、弁本体(1)と、弁本
体(1)上部に固定されたケーシング(2)と、ケーシング(2)内上方に上下動自在に設けられ
た作動軸(3)と、作動軸(3)を上下動させる駆動装置(4)と、ケーシング(2)内下方に設けら
れて作動軸(3)にかかる力を弁棒(16)に伝達する動力増幅装置(5)とを備えている。
【００１５】
弁本体(1)は、上方に向かって開口した凹所(11a)、一端が前方に向かって開口しかつ他端
が凹所(11)の底面中央部に開口した流体流入通路(11b)および一端が後方に向かって開口
しかつ他端が凹所(11a)の底面後部に開口した流体流出通路(11c)を有する弁箱(11)と、流
入通路(11b)の他端開口の周縁に設けられた環状の弁座(12)と、ダイヤフラム（弁体）(13
)と、ダイヤフラム押え(14)と、下端にダイヤフラム押え(14)が取り付けられたディスク(
15)と、ディスク(15)を上下動させる弁棒(16)と、弁棒案内孔(17a)を有し弁箱(11)にねじ
合わされているボンネット(17)とよりなり、弁棒(16)の往復上下動に伴ってダイヤフラム
(13)と弁座(12)との間の流体通路(11b)が開閉されるダイヤフラムバルブ形式とされてい
る。ダイヤフラム(13)は、複数枚（例えば６枚）の薄板から構成され、弁座(12)に接触す
るものは、耐腐食性に優れた材料とされ、その他のものは、強度および耐圧性に優れた材
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料とされている。ダイヤフラム(13)は、それ自体が反発力および復元力を有しており、弁
棒(16)からの下向きの力が低下すると、流体圧およびダイヤフラム(13)自体の反発力によ
ってダイヤフラム(13)が上方に押し上げられて、流体通路(11b)が開放される。
【００１６】
ケーシング(2)は、上向きに開口した中空状の下部ケーシング(21)と下向きに開口した中
空状の上部ケーシング(22)とよりなり、下部ケーシング(21)の上端部と上部ケーシング(2
2)の下端部の突き合わせ部分の内周には、仕切りプレート(23)が固定されている。ケーシ
ング(2)内の仕切りプレート(23)上方に水平断面円形のシリンダ室(24)が、同下方に水平
断面方形の動力増幅装置収納室(25)がそれぞれ形成されている。上部ケーシング(22)の頂
壁の中央には、圧縮空気導入兼作動軸案内用の貫通孔(26)があけられている。仕切りプレ
ート(23)の中央には、作動軸挿通孔(27)があけられている。下部ケーシング(21)の下端部
には、めねじ部が設けられており、これにボンネット(17)の上端部に設けられたおねじ部
がねじ合わされることにより、ケーシング(2)がボンネット(17)を介して弁本体(1)に固定
されている。
【００１７】
作動軸(3)は、上端部が上部ケーシング(22)頂壁の貫通孔(26)内に、下端部が仕切りプレ
ート(23)の作動軸挿通孔(27)内に、それぞれ摺動可能に嵌め入れられている。作動軸(3)
の中間部には、シリンダ室(24)に沿って上下に摺動するピストン(31)が一体に形成されて
いる。このシリンダ室(24)は、この作動軸(3)のピストン(31)によって上部シリンダ室(24
a)と下部シリンダ室(24b)とに分割されている。作動軸(3)のピストン(31)の上面および上
部ケーシング(22)の頂壁の下面にはそれぞれ環状のばね受け凹所(32)(33)が設けられてお
り、ピストン(31)を下向きに付勢するばね(34)が、これらのばね受け凹所(32)(33)に嵌め
入れられて受け止められている。作動軸(3)には、一端が上部ケーシング(22)の貫通孔(26
)に連通し他端が下部シリンダ室(24b)に連通した圧縮空気流入通路(35)が設けられている
。上部ケーシング(22)の周壁には、ピストン(31)が上昇したさいに上部シリンダ室(24a)
内の空気を逃がす空気流出通路(36)が設けられている。また、作動軸(3)の下端部には、
下向きに開口した断面円形の凹所(37)が形成されている。
【００１８】
作動軸(3)を上下動させる駆動装置(4)は、ピストン(31)、ばね(34)、シリンダ室(24)、圧
縮空気流入通路(35)により主として構成されており、ピストン(31)が、ばね(34)により常
時下向きに付勢され、圧縮空気流入通路(35)よりシリンダ室(24)内に導入される圧縮空気
により上向きに駆動され、そして、このピストン(31)にかかる力が作動軸(3)に伝達され
て、作動軸(3)が上下に駆動される。
【００１９】
動力増幅装置(5)は、作動軸(3)の下端に一体に設けられた垂直下方にのびるテーパ状部材
(41)と、弁棒(16)上端に一体に設けられた円盤状部材(42)と、両部材(41)(42)の間にテー
パ状部材(41)の軸線に対して対称に配置された前後一対の揺動体(43)(44)と、各揺動体(4
3)(44)の下部に一体的に設けられた左右にのびる前後揺動軸(45)(46)と、下部ケーシング
(21)内に固定されて前後揺動軸(45)(46)を支持するリテーナ(47)とを備えている。
【００２０】
テーパ状部材(41)は、直方体の前後面が傾斜面とされることにより形成されたもので、傾
斜面同士がなす角度は、例えば、９０°とされている。テーパ状部材(41)の上面には、上
方突出軸部が設けられており、この軸部が、作動軸(3)の下端に設けられた凹所(37)にき
つく嵌め入れられることにより、テーパ状部材(41)が作動軸(3)に一体化されている。円
盤状部材(42)の上面は、円形で平坦な面とされている。
【００２１】
各揺動体(43)(44)は、板状本体(43a)(44a)と、本体(43a)(44a)上部に形成されかつテーパ
状部材(41)のテーパ面に当接する上当接面(43b)(44b)と、本体(43a)(44a)下部に形成され
かつ円盤状部材(42)の上面に当接する下当接面(43c)(44c)とを有している。各揺動体(43)
(44)の下当接面(43c)(44c)は、揺動軸(45)(46)の軸線よりもテーパ状部材(41)の軸線から
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遠ざかる側（前後方向の外側）に偏心した位置に設けられた揺動軸(45)(46)の軸線と平行
な中心線を中心とする円弧状のカム面とされている。したがって、前後揺動体(43)(44)が
揺動すると、下当接面(43c)(44c)が円盤状部材(42)に接している部分と揺動軸(45)(46)の
軸線との距離が変化し、下当接面(43c)(44c)が円盤状部材(42)を押える力が変化する。
【００２２】
前後揺動軸(45)(46)は、前後揺動体(43)(44)の下端部に設けられた揺動軸嵌入孔に嵌め入
れられて、その左右両端部が、リテーナ(47)に設けられたベアリング(図示略)に保持され
ており、これにより、揺動軸(45)(46)が下部ケーシング(21)に回転自在にかつ前後・上下
・左右移動はできないように支持され、前後揺動体(43)(44)が、それぞれ揺動軸(45)(46)
の軸線を中心として水平軸回りに揺動可能とされている。なお、揺動軸(45)(46)をベアリ
ングで支持する代わりに、リテーナ(47)に設けた保持孔に揺動軸(45)(46)をゆるくすなわ
ち回転可能に嵌め入れるようにしてもよい。
【００２３】
図１は、流体通路が閉じられた状態を示しており、作動軸(3)はばね(34)の弾性力によっ
て下向きに付勢されて下方に位置させられており、これに伴って、前後揺動体(43)(44)の
上当接面(43b)(44b)は互いに遠ざかる方向に位置させられ、下当接面(43c)(44c)は互いに
近づく方向に位置させられている。ばね(34)の弾性力は、上当接面(43b)(44b)、前後揺動
体(43)(44)の本体(43a)(44a)および下当接面(43c)(44c)を介して円盤状部材(42)に伝えら
れ、弁棒(16)は下向きに押されている。この力がダイヤフラム(13)に伝えられて、流入通
路(11b)の開口が閉じられている。
【００２４】
作動軸(3)にかかる力をＦ、テーパ状部材(41)のテーパ面の半角をαとすると、揺動体(43
)(44)の上当接面(43b)(44b)にはテーパ面に対して直角方向に力が働き、一方の揺動体(43
)(44)に働くこの力Ｇは、Ｇ＝Ｆ÷２Sin αとなる。揺動体(43)(44)の上当接面(43b)(44b
)に働く力Ｇは、揺動体本体(43a)(44a)および下当接面(43c)(44c)を介して円盤状部材(42
)に伝達される。揺動軸(45)(46)の軸線と上当接面(43b)(44b)の円弧中心線との間の距離
をＣ、揺動軸(45)(46)の軸線と上当接面(43b)(44b)の円弧中心線とを結ぶ線がテーパ状部
材(41)のテーパ面となす角をγ、揺動軸(45)(46)の軸線と下当接面(43c)(44c)の円弧中心
線との水平距離をδ、一方の下当接面(43c)(44c)が円盤状部材(42)を押す下向きの力をＮ
とすると、Ｎ×δ＝Ｇ×Cos γ×Ｃが成り立つ。したがって、前後両方の揺動体(43)(44)
が円盤状部材(42)を押す下向きの力、すなわち弁棒(16)を押す下向きの力は、２Ｎ＝Ｆ×
Cos γ×Ｃ÷Sin α÷δとなり、α、γ、δおよびＣを適当な値とすることにより、任意
の増幅率により作動軸(3)にかかる力を弁棒(16)に増幅して伝達することができる。
【００２５】
第１実施形態の制御器によると、圧縮空気を上部ケーシング(22)の貫通孔(26)より送り込
むと、圧縮空気は作動軸(3)の空気流入通路(35)を通って、シリンダ室(24)の下方から下
部シリンダ室(24b)内に供給される。これにより、ピストン(31)に空気圧による上向きの
力が働き、この力をばね(34)による下向きの力よりも大きくすることにより、作動軸(3)
が上向きに駆動される。これに伴って、前後上当接面(43b)(44b)が互いに近づく方向に移
動させられ、前後揺動体(43)(44)が揺動させられ、前後揺動体(43)(44)の下当接面(43c)(
44c)同士が互いに遠ざかる方向に移動させられる。したがって、下当接面(43c)(44c)が円
盤状部材(42)に接している部分と揺動軸(45)(46)の軸線との距離が小さくなり、下当接面
(43c)(44c)が弁棒(16)を下向きに押す力がなくなる。すると、ダイヤフラム(13)が流体圧
およびダイヤフラム(13)自体の反発力により押し上げられ、流入通路(11b)が開かれる。
【００２６】
図２は、この発明の制御器の第２実施形態を示している。この実施形態のものは、動力増
幅装置の揺動体およびその揺動軸の構成が異なり、これに伴ってリテーナの構成も変更さ
れている点が、第１実施形態のものと異なっている。以下の説明において、第１実施形態
と同じものには同じ符号を付して説明を省略する。
【００２７】
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動力増幅装置(50)は、作動軸(3)の下端に一体に設けられた垂直下方にのびるテーパ状部
材(41)と、弁棒(16)上端に一体に設けられた円盤状部材(42)と、両部材(41)(42)の間にテ
ーパ状部材(41)の軸線に対して対称に配置された前後一対の揺動体(43)(44)と、下部同士
が重ね合わせられた揺動体(43)(44)の下部に一体的に設けられかつ両揺動体(43)(44)に共
通の左右にのびる揺動軸(51)と、下部ケーシング(21)内に固定されて共通揺動軸(51)を支
持するリテーナ(52)とを備えている。
【００２８】
各揺動体(43)(44)の下当接面(43c)(44c)は、共通揺動軸(51)の軸線からテーパ状部材(41)
の軸線から遠ざかる側に偏心した位置に設けられた共通揺動軸(51)の軸線と平行な中心線
を中心とする円弧状のカム面とされている。したがって、前後揺動体(43)(44)が揺動する
と、下当接面(43c)(44c)が円盤状部材(42)に接している部分と共通揺動軸(51)軸線との距
離が変化し、下当接面(43c)(44c)が円盤状部材(42)を押える力が変化する。
【００２９】
共通揺動軸(51)は、前後揺動体(43)(44)の下端部に設けられた揺動軸嵌入孔に嵌め入れら
れて、その両端部が、リテーナ(52)に設けられたベアリング(図示略)に保持されており、
これにより、共通揺動軸(51)が下部ケーシング(21)に回転自在にかつ前後・上下・左右移
動はできないように支持され、前後揺動体(43)(44)が、それぞれ共通揺動軸(51)の軸線を
中心として水平軸回りに揺動可能とされている。なお、前後揺動体(43)(44)は、それぞれ
１つずつであってもよいが、この実施形態では、前揺動体(43)が左右１対とされており、
左右の前揺動体(43)の間に後揺動体(44)を挟み込み、両揺動体(43)(44)が互いに案内し合
うようになされている。また、円盤状部材(42)の左右両縁には、両揺動体(43)(44)の下端
部が左右方向外向きに移動することを防止するための突出縁(42a)が設けられている。
【００３０】
図２は、流体通路が閉じられた状態を示しており、作動軸(3)はばね(34)の弾性力によっ
て下向きに付勢されて下方に位置させられており、これに伴って、前後揺動体(43)(44)の
上当接面(43b)(44b)は互いに遠ざかる方向に位置させられ、下当接面(43c)(44c)は互いに
近づく方向に位置させられている。ばね(34)の弾性力は、上当接面(43b)(44b)、前後揺動
体(43)(44)の本体(43a)(44a)および下当接面(43c)(44c)を介して円盤状部材(42)に伝えら
れ、弁棒(16)は下向きに押されている。この力がダイヤフラム(13)に伝えられて、流入通
路(11b)の開口が閉じられている。
【００３１】
この第２の実施形態の制御器によると、圧縮空気を上部ケーシング(22)の貫通孔(26)より
送り込むと、圧縮空気は作動軸(3)の空気流入通路(35)を通って、シリンダ室(24)の下方
から下部シリンダ室(24b)内に供給される。これにより、ピストン(31)に空気圧による上
向きの力が働き、この力をばね(34)による下向きの力よりも大きくすることにより、作動
軸(3)が上向きに駆動される。これに伴って、前後上当接面(43b)(44b)が互いに近づく方
向に移動させられ、前後揺動体(43)(44)が揺動させられ、前後揺動体(43)(44)の下当接面
(43c)(44c)同士が互いに遠ざかる方向に移動させられる。したがって、下当接面(43c)(44
c)が円盤状部材(42)に接している部分と共通揺動軸(51)の軸線との距離が小さくなり、下
当接面(43c)(44c)が弁棒(16)を下向きに押す力がなくなる。すると、ダイヤフラム(13)が
流体圧およびダイヤフラム(13)自体の反発力により押し上げられ、流入通路(11b)が開か
れる。
【００３２】
なお、上記の各実施形態において、流体通路を開放する時に、作動軸(3)は空気圧により
駆動されているが、空気圧の代わりに例えばソレノイドによって駆動することもできる。
また、作動軸をばねにより上向きに付勢するとともに、空気圧やソレノイド等によりばね
力より大きい力で弁棒を下向きに付勢して弁を閉じておき、空気圧やソレノイド等による
力を取り除くことにより弁を開くようにすることもできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】この発明による制御器の第１実施形態を示す縦断面図である。
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【図２】この発明による制御器の第２実施形態を示す縦断面図である。
【符号の説明】
(1)　　　　　 弁本体
(2)　　　　　 ケーシング
(3)　　　　　 作動軸
(4)　　　　　 駆動装置
(5)(50)　　　 動力増幅装置（動力増幅手段）
(16)　　　　　弁棒
(41)　　　　　テーパ状部材
(42)　　　　　円盤状部材
(43)(44)　　　揺動体
(43a)(44a)　　板状本体
(43b)(44b)　　上当接面
(43c)(44c)　　下当接面
(45)(46)　　　前後揺動軸
(51)　　　　　共通揺動軸

【図１】 【図２】
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